
   

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平 成 ２３年 度 国 債 管 理 政 策 の概 要 

 

 平成２３年度の国債発行総額は１６９．６兆円、カレンダーベ

ース市中発行額（入札による市中への発行額）は１４４．９兆

円となり、いずれも３年連続の増額。 

○ 超長期債市場の育成 
 生保・年金等の機関投資家の長期運用ニーズの増大を踏ま

え、超長期債の流動性の向上にも配慮して、３０年債・４０年

債の発行総額を増加。 
 
 カレンダーベース市中発行額の平均償還年限は、７年９ヶ月

（対平成２２年度当初比＋３ヶ月）。 

○ 個人投資家の国債保有の促進 
 個人向け国債の商品性の改善 
・ 低金利時に仕上がり金利が低くなりすぎないよう変動１０年の金利設定

方式を見直し（基準金利－０．８％ ⇒ 基準金利×０．６６）。 

・ 固定５年について、中途換金禁止期間を変更（２年 ⇒ １年）し、個人

向け国債の中途換金禁止期間等を統一。 

○ 国債整理基金の取崩し等による買入消却 
 特別会計仕分けの結果を反映し、国債整理基金の取崩し等

を財源とした買入消却を総額３兆円程度実施。 
（注１）平成２２年度においても、国債整理基金の取崩しを財源とした買入消却を０．８

兆円程度実施。 
（注２）平成２３年度については、財政投融資特別会計における ALM 高度化のための

買入消却を含む。 

国債発行規模

平成２３年度の主な施策 

（参考）行政刷新会議「事業仕分け」評価結果 平成 22 年 10 月 28 日 

国債整理基金特別会計 制度のあり方について（抄） 

○積立金の取扱い：わが国の国債への信認向上につなげるべく、オペレーショ

ナルリスクに十分配慮しつつ、繰上償還に充てることも含めた検討を行う 

うち40年債 1.2兆円 1.6兆円 ＋0.4兆円

　　 30年債 4.8兆円 5.6兆円 ＋0.8兆円

増減

増減

〈発行根拠法別発行額〉

＋0.2兆円

＋7.2兆円

借換債

財投債

区　　分

新規財源債

２２年度（当初）

162.4兆円

＋7.2兆円

＋0.6兆円

－

＋6.4兆円

個人向け国債 2.0兆円

前倒し債発行減額
による調整分 0.0兆円 6.4兆円

＋8.7兆円

▲1.5兆円

102.6兆円

14.0兆円15.5兆円

44.3兆円

２３年度（当初）

169.6兆円

144.3兆円 144.9兆円

16.3兆円

2.0兆円

区　　分

162.4兆円

２２年度（当初）

国債発行総額

〈消化方式別発行額〉

カレンダーベース
市中発行額

その他

総額

16.1兆円

169.6兆円

２３年度（当初）

44.3兆円

平成２３年度国債発行予定額

111.3兆円

▲0.0兆円

（資料１）



＜発行根拠法別発行額＞ （単位：億円） ＜消化方式別発行額＞ （単位：億円）

(a) (b) (b)－(a) (c) (c)－(a) (c)－(b) (a) (b) (b)－(a) (c) (c)－(a) (c)－(b)

・

・

113,000 118,000－

個人向け販売分　計

各計数ごとに四捨五入したため、計において符合しない場合がある。

25,000

1,695,943▲ 2,060

▲ 14,000

平成23年度における前倒し債発行限度額は12兆円。

113,000

28,000

公的部門（日銀乗換）
平成23年度については、財政投融資特別会計におけるＡＬＭ高度化のための買入消却を
含む。

1,624,139

（注３）

（注２） カレンダーベース市中発行額とは、あらかじめ定期的に額を定めた入札により発行する国債の4月から翌年3
月までの発行予定額の総額をいう。

合　　計

（注１）

第Ⅱ非価格競争入札とは、価格競争入札における加重平均価格を発行価格とする、価格競争入札の結果公
表後に実施される国債市場特別参加者向けの入札をいう（価格競争入札における各国債市場特別参加者の
落札額の15％を上限）。第Ⅱ非価格競争入札に係る発行予定額については、当該入札を実施する国債（40年
債、30年債、20年債、10年債、5年債、2年債、15年変動利付債及び10年物価連動債）のカレンダーベース市
中発行額の3.75％を計上している。

14,000

5,0005,000 ▲ 3,000その他窓販 8,00073,86471,8041,695,9431,622,078

20,000

1,483,13986,854

15,080

▲ 15,000－

市中発行分　計

382,080

88,914

前倒し債発行
減額による調整分

2,580

442,980 ▲ 50 1,443,000

区　　分

新規財源債 443,030

２２年度当初２２年度当初
区　　分

２３年度当初

カレンダーベース
市中発行額

▲ 50

140,000

1,112,963

367,000

1,449,000 6,000

建設国債 63,530 76,030 12,500 60,900 ▲ 2,630
第Ⅱ非価格
競争入札

▲ 15,130 39,825 40,05061,770 21,945 225

特例国債 379,500 314 63,579

借換債 1,026,109

63,8935,308 4,995

20,000個人向け国債財投債 155,000 ▲ 15,000

２２年度補正後

443,030 －

155,000

▲ 12,500

1,024,048 ▲ 2,060

２２年度補正・１２月変更後

1,428,000 ▲ 15,000

9,000

1,495,078 11,940

▲ 21,720

21,000

57,864

58,584

71,8041,622,078

▲ 3,000

－

73,864

5,000

　　　　　　　　　　　　　　平成２３年度国債発行予定額　　　　　　　　　　　　　

国債発行総額

11,000

２３年度当初

11,000

1,624,139

5,000

▲ 2,060

平成23年度において、特別会計仕分けの結果を反映し、国債整理基金の取崩し等を財源とした
買入消却を総額３兆円程度実施（具体的な実施方法は、四半期毎に市場の状況を見ながら決
定）。なお、平成22年度においても、国債整理基金の取崩しを財源とした買入消却を0.8兆円程度
実施。

（注）

▲ 3,000

▲ 11,000

69,8041,552,943

－



(b)－(a) (c)－(a) (c)－(b)

▲ 1.5 + 0.6 + 2.1

(注１)

(注２)

(注３) ６ヶ月割引短期国債については、割引短期国債と政府短期証券の統合発行（国庫短期証券）を実施しているため、総額のみを計上。

(注４)

(注５)

２２年度（補正・１２月変更後）

144.9

平成23年度において、40年債は5月、8月、11月、2月の発行を予定し、30年債は4月、6月、7月、9月、10月、12月、1月、3月の発行を予定している。

カレンダーベース市中発行額とは、あらかじめ定期的に額を定めた入札により発行する国債の4月から翌年3月までの発行予定額の総額をいう。

144.3計
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２３年度（当初）

(c)

1.2

4.8

26.4

13.2

5.6

26.4

8

0.3

0.3

30.0

31.2

12

28.8

回

12

12

回

回

回

12

×0.6

区分
２２年度（当初）

(a)

４０年債 × 回0.3 4

１０年債 ×2.2

５年債 × 回2.4 12

２年債 ×2.6 回

１年
割引短期国債

×2.5

６ヶ月
割引短期国債

１５年変動利付債 ×0.3

１０年物価連動債 ×0.3 1

0.9

7.20.6

回

12

1

─            

─            

流動性供給入札 × ヶ月

─            ２０年債 ×1.1 1.1 × 12 回

回

8 回

＜カレンダーベース市中発行額＞

─            

─            回３０年債

31.2 ─            

30.0

(b)

1.2

13.2

28.8

4.8

26.4

4

─            

▲ 0.9

─         ▲ 0.3

─         

12

▲ 0.3

─            回

142.8

7.2

─         

0.6 × 12 ヶ月

回

平成23年度の10年物価連動債については、償還時の元本保証の付与など商品性の見直しを検討しつつ、市場の状況によっては発行を再開することがある。

流動性供給入札の具体的な実施方法は、四半期毎に市場の状況を見ながら決定。

0.4 × 4

─            

▲ 0.3

0.6

回2.5

ヶ月12×

0.7 × 8 回

回12×2.2

回12×1.1

0.3 ×

2.6 ×

0.6 ×

2.5 ×

2.2 ×

2.4 ×

12 回

12 回

12 回

（単位：兆円）



国債発行総額・カレンダーベース市中発行額の推移
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国債発行総額の推移

（注）　21年度までは実績。 （年度）
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超長期債（10年超）

長期債（10年）

中期債（2～5年）

短期債（1年以下）

カレンダーベース市中発行額の推移

（年度）
（注）　21年度までは実績。

（兆円）

137.5
144.3 144.9

（当初） （当初）



国債発行残高の推移

174.9 187.4 197.2 209.1 216.3 222.0 226.4 241.4 247.0 243.2 236.9 224.9 238.3 248.4 247.1

83.1

107.8

134.5

158.4
176.1

199.1
230.6

257.6
279.9 288.5 304.5 321.0

355.6

393.9
420.5

43.8

75.6

91.8

121.6

139.4 138.9
139.8 131.1

122.2

125.3
118.9

0
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700

800

9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23
(年度)

財投債残高

特例国債残高

建設国債残高

（注1）計数は額面ベース。21年度までは実績、22年度は実績見込み、23年度は当初見込み。
（注2）ここでの特例国債残高には、承継債務借換国債等を含む。
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331.7
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666.3 670.6
681.2 677.0
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421.1

457.0
499.0
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594.0

642.3

767.6
普通国債＋財投債

計７８７

786.5

財投債

 １１９

特例国債

 ４２１

普通国債
　計６６８

建設国債

２４７

667.6

（兆円）


